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④ 内部監査機能の実効性の確保 



な影響をおよぼし得る事案であるにもかかわらず、暫時行われなかった。また、そ

の後に講じられた再発防止策は、営業現場の実態を本部・経営陣にいち早く伝達す

るための専担要員の配置等を中心としており、情報把握後の経営陣の適切な対応、

本部関連部署の連携強化に向けた具体的方策は講じられてこなかった。 
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